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１ 技術力評価

１－１ 企業の施工実績

１－１－１ 同種・類似工事の施工実績の有無

【 】評価に関する運用事項

1） 評価対象となる同種工事は、入札説明書で示された条件（工種、規模等）とする。

2） その他の公共工事発注機関とは、地方公共団体のほか、「公共工事の入札及び契約の適正化の

促進に関する法律」第2条第1項に定める以下の法人をいう。

また、国立大学法人、日本下水道事業団、圏域水道企業団、地域広域市町村圏事務組合、地方

道路公社等についても、その他の公共工事発注機関の対象とする。

）（「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」第2条第1項で定める法人

関西国際空港株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、成田国際空港株式会社、西日本高

速道路株式会社、日本環境安全事業株式会社、阪神高速道路株式会社、東日本高速道路株式会社、本州四国連

絡高速道路株式会社、沖縄科学技術大学院大学学園及び日本中央競馬会、独立行政法人宇宙航空研究開発機

構、独立行政法人科学技術振興機構、独立行政法人空港周辺整備機構、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支

援機構、独立行政法人国際協力機構、独立行政法人国立科学博物館、独立行政法人国立高等専門学校機構、独

立行政法人国立女性教育会館、独立行政法人国立青少年教育振興機構、独立行政法人国立美術館、独立行政法

人国立文化財機構、独立行政法人自動車事故対策機構、独立行政法人情報通信研究機構、独立行政法人中小企

業基盤整備機構、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政法人都市再生機構、独立行政法人

日本学生支援機構、独立行政法人日本芸術文化振興会、独立行政法人日本原子力研究開発機構、独立行政法人

日本高速道路保有・債務返済機構、独立行政法人日本スポーツ振興センター、独立行政法人日本万国博覧会記念

機構、独立行政法人水資源機構及び独立行政法人労働者健康福祉機構

3） 対象となる工事は、平成16年度以降かつ入札に参加しようとする工事の公告日以前に完成・引き渡

ししたものを対象とする。

4） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、代表者の実績とする。

5) 共同企業体の構成員としての施工実績は、出資比率20%以上の工事に限る。

評価項目 評  価  基  準 配  点

平成 16年度以降にお

ける同種・類似工事の

施工実績の有無

国又は青森県発注で同種工事の実績有り 2.0点

その他の公共工事発注機関で同種工事の実績有り 1.0点

上記以外 0.0点



- 2 -

【 】（ ）技術提案書記入の留意点 様式-1

1） 同種・類似の条件

同種及び類似工事の条件を記載する。

・同種の条件：舗装・橋梁下部工・河川堤防・防波堤等、入札説明書に記載されている「評価の対象

となる同種工事」。

（記載例） 防波堤工事で、青森県での海上・海中の施工実績を有し、かつ、契約金額5千万円以

上のもの。

・類似の条件：公告または入札説明書に記載されている「参加資格」としての要件。

（記載例） 海事工事で、かつ、契約金額5千万円以上のものに限る。ただし、工事の実績は青森県

での海上・海中の施工実績とする。

※ 求める工事規模・工法等の設定がある場合は、その工事規模等を記載すること。

例）延長○○ｍ、面積○○㎡以上の○○工事

2） 施工実績

入札説明書に記載されている条件を満たした最近の代表的な同種工事を１件記載することとし、同

種工事がない場合は類似工事を記載する。また、求める工事規模・工法等の設定がある場合は、その

工事規模等を記載する。

施工実績は、国又は青森県、その他の公共工事発注機関、及び民間の順で最も上位の実績を記

載する。

※民間工事及び類似工事については得点にならないが、入札参加資格の確認のため、必ず記載するこ

と。

・工事番号、工事名：受注工事の工事番号、工事名を記載する。

・発注機関名：具体的に記載する（○○地域県民局地域農林水産部等）。

・工事場所：具体的に記載する（○○県○○市・郡○○大字○○地内）。

・契約金額：最終契約金額を記載する。

・受注形態等：単体・ＪＶの別を記載する（ＪＶについては、出資比率及び代表者であった場合は、そ

の旨記載すること）。

・工事内容：施工規模、工法等工事内容が判るように記載する。

【 】添付資料

１） 施工実績として記載した工事に係る契約書又は工事成績評定通知書の写し。

※契約書の写しは、工事番号、工事名、請負代金額、工期、発注者、受注者の確認できる部分の

みでよい。
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１－１－２ 県発注工事の工事成績評定の平均点

【評価に関する運用事項】

1） 県発注工事とは、県の行政機関が発注した工事であり、県警、教育委員会についても対象とする

（公社、職員共済組合等は対象外）。

2） 対象となる工事は、平成27年1月から平成30年12月までに完成した県発注工事とし、工事成績の付

されていないものは対象外とする。

3） 工事成績評定の平均点は、工事種別（建設業法による建設工事の種類（法律別表第一（上欄）））

毎に計算する。

4） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、代表者の工事成績を評価する。

5) 共同企業体受注工事の工事成績は、出資比率に関わらず各構成員の工事成績として対象とする。

6) （ ）内の評価基準は、建築一式工事、電気工事及び管工事において適用する。

記載不要。【技術提案書記入の留意点】

添付資料なし。【添付資料】

評価項目 評  価  基  準 配  点

県発注工事の平成 27

年から平成 30年まで

の工事成績評定の平

均点

※（　）は、建築一式工

事、電気工事及び管

工事

８４点以上（８３点以上） 4.0点

８２点以上８４点未満（８１点以上８３点未満） 3.0点

８０点以上８２点未満（７９点以上８１点未満） 2.0点

７８点以上８０点未満（７７点以上７９点未満） 1.0点

７８点未満（７７点未満） 0.0点
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１－１－３ 優良工事表彰等の有無

【評価に関する運用事項】
1） 評価の対象となる表彰は、平成29年度以降かつ入札に参加しようとする工事の公告日以前に表彰

を受けたのものとし、下表の表彰を対象とする（下表以外の表彰は対象としない）。

工事種別（建設業法による建設工事の種類（法律別表第一（上欄）））が同種のものを評価対象とす

る。 【建設工事の種類の例 土木一式工事、建築一式工事、電気工事、舗装工事 等】

また、工事場所が青森県内のものに限る。

○評価対象 △ 一部評価対象 × 対象外 －表彰対象外（評価対象外）

2） 入札に参加する本店・支店・営業所自体が上記表彰を受けている場合のみ評価対象とする。

3） 共同企業体(特定の場合のみ)として入札に参加する場合は、構成員のうち１者に該当があれば評

価の対象とする。

４） 共同企業体の構成員としての表彰は、出資比率20%以上の構成員に限り評価する。

【技術提案書記入の留意点】（様式-1）
1） 表彰の有無、表彰名、工事名、表彰者、表彰年月日及び建設業法による建設工事の種類を記載す

る。

【添付資料】
1） 表彰状の写し、表彰を受けた工事の竣工登録工事カルテ受領書の写し

表彰名 主　催

評価対象

備　   考

企　業
主任(監理)

技術者

県土整備部優良工事表彰 青森県 ○ ○ 県土整備部長

地域整備部優良工事表彰 青森県 ○ ○
各地域県民局地域整備

部長

農林水産部優良工事表彰 青森県 ○ ○ 農林水産部長

地域農林水産部優良工事表彰 青森県 ○ ○
各地域県民局地域農林

水産部長

漁港漁場関係事業優良請負者表

彰
水産庁 ○ －

農林水産大臣及び水産

庁長官

優良工事表彰（優良工事） 東北地方整備局 ○ －
東北地方整備局長及び

事務所長（管理所長）

優良工事表彰（下請け企業） 東北地方整備局 × ×
下請工事に係る表彰の

ため対象外

建設技術提案（３Ｄ）表彰 東北地方整備局 ○ －

工事成績優秀企業認定 東北地方整備局 × －
成績評定は別途評価し

ているので対象外

ＳＡＦＥＴＹ優良企業（現場代理人）

表彰
東北地方整備局 ○ △

△受賞工事において、

主任（監理）技術者であ

る場合に限る

評価項目 評  価  基  準 配  点

平成 29年度以降にお

ける優良工事表彰等

の有無

国又は青森県の組織から表彰の実績あり 1.0点

上記以外 0.0点
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１－１－４ 若手又は女性技術者の育成

【評価に関する運用事項】
1） 「若手」とは、入札に参加しようとする工事の公告日において、満４０歳をむかえていない者とする。

女性技術者の場合は、年齢を問わない。

２） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、代表者の技術者を評価する。

３） 簡易型Ⅱ（企業実績評価型）に限り評価の対象とする。

【技術提案書記入の留意点】（様式- ２）
１） 配置予定技術者の従事役職・氏名、年齢及び生年月日を記載する。

技術資料提出時に配置予定技術者が特定できない場合は、資格等の要件を満たす複数の候補者

を記入することができるが、若手・女性技術者の要件に該当しない候補者がいる場合、審査について

は、当該評価しない。

また、実際の施工にあたって技術資料に記載した配置予定技術者を変更できるのは、病気、死亡、

退職等の極めて特別な場合に限る。

２） 簡易型Ⅱ（企業実績評価型）以外は、年齢及び生年月日の記載は不要。

【添付資料】
１） 健康保険証の写し等、当該技術者の年齢（生年月日）が確認できる資料。

評価項目 評 価 基 準 配 点

若手技術者又は女性

技術者の配置の有無

主任（監理）技術者への配置 1.0点

現場代理人への配置 0.5点

上記以外 0.0点
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１－１－５ 作業船保有の有無

【評価に関する運用事項】
１） 工事で使用する自社又は共同で保有する作業船の有無を対象とする。

２） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、構成員のうち１者に実績があれば評

価の対象とする。

３） 評価の対象とする工事は、５）に示す対象作業船のいずれかを使用する工事とする。

４） 保有形態については、船舶検査証書の所有者にて確認する。なお、非自航船等の船舶検査証書を

持たない作業船については、「現有作業船一覧」等にて確認する。

） 評価対象となる作業船の船種は下表のとおり、漁港漁場関係事業積算基準２－１－（１５）「主な港湾５

工事用作業船の積算基準上の扱い」の主作業船のうち原動機が設置されている船舶を対象とする。こ

こでいう原動機とは、作業に必要なものであり、航行に必要なものではない。

対象作業船一覧

【技術提案書記入の留意点】（様式- １）
１） 該当する場合は、対象工事に使用する作業船の保有状況を記載する。

【添付資料】
１） （資料１－４）対象工事に使用する作業船の保有状況報告書

２） 証明資料 作業船を保有している場合は、保有状況を証明する資料。共同保有の場合は、持ち分

比率を証明する資料。

評価項目 評 価 基 準 配点

本工事に使用する

作業船保有の有無

対象工事に使用する作業船団のうち、いずれかの作業船を自

社保有又は共同保有の持ち分比率が５０％以上である。
1.0点

対象工事に使用する作業船団のうち、いずれかの作業船の共

同保有の持ち分比率が２０％以上から５０％未満である。
0.5点

対象工事に使用する作業船団のうち、いずれかの作業船の共

同保有の持ち分比率が２０％未満である。
0.2点

対象工事に使用する作業船団のうち、いずれの作業船も保有

していない。
0.0点

①ポンプ浚渫船 ⑨クレーン付き台船

②グラブ浚渫船 ⑩杭打船

③バックホウ浚渫船 ⑪コンクリートミキサー船

④リクレーマ船 ⑫ケーソン製作用台船

⑤バージアンローダ船 ⑬深層混合処理船

⑥空気圧送船 ⑭サンドドレーン船

⑦旋回起重機船 ⑮サンドコンパクション船

⑧固定起重機船
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１－２ 地理的条件

【評価に関する運用事項】

1） 評価対象となる「地域内」とは、入札説明書で示された地域【例えば、○○郡内、○○市（町村）内

等】とする。

２） 本社とは、青森県建設工事競争入札参加資格審査申請における本社所在地をいう。

３） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、構成員のうち１者に該当があれば評

価の対象とする。

記載不要。【技術提案書記入の留意点】

添付資料なし。【添付資料】

評価項目 評  価  基  準 配  点

地域内における本社

の所在地の有無

工事施工箇所の地域内に本社を有する 1.0点

上記以外 0.0点
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１－３ 配置予定技術者の能力

１－３－１ 主任（監理）技術者の保有する資格

【 】評価に関する運用事項

1） 電気設備工事・管工事等はそれぞれ電気工事施工管理技士・管工事施工管理技士等と読み替え

て適用する。

2） 設計額1.6億円以上の工事については、評価基準欄の「上記以外」の行を削除する。

例：設計額1.6億円以上の土木工事

3） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、代表者の資格を評価する。

技術提案書記入の留意点 （様式-2）【 】

1） 配置予定技術者の従事役職・氏名

主任（監理）技術者は、予定者の氏名等を記載する。技術資料提出時に配置予定技術者が特定で

きない場合は、資格等の要件を満たす複数の候補者を記入することができる。その場合、審査につい

ては、候補者のうち資格等の評価が最も低い者で評価する。

また、実際の施工にあたって技術資料に記載した配置予定技術者を変更できるのは、病気、死亡、

退職等の極めて特別な場合に限る。

2） 法令による資格

配置予定技術者が保有する法令による資格を記載する（複数ある場合、複数記載）。

【 】添付資料

1） 配置予定技術者に係る資格者証等の写し

2） 監理技術者資格者証については、表面及び裏面の写し

評価項目 評  価  基  準 配  点

主任（監理）技術者の

保有する資格

   上段：土木工事

   下段：建築工事

技術士

1級建築士かつ 1級建築施工管理技士
2.0点

1級土木施工管理技士

1級建築士又は 1級建築施工管理技士
1.0点

上記以外 0.0点

評価項目 評  価  基  準 配  点

主任（監理）技術者の

保有する資格

技術士 2.0点

1級土木施工管理技士 1.0点
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１－３－２ 継続教育の取組状況

【 】評価に関する運用事項

1） 目標（推奨）単位の単位数及び取得年数については各団体の定めによるものとし、その証明日は前

年度末（3月31日）時点とする（証明書は1年間有効とし、写しを添付）。

令和元年度中に公告される工事には、平成31年3月31日を証明日とする証明書の写しの提出が必

要となる。令和元年度中に取得する単位は、翌年度に評価される。

2） 継続教育は、入札に参加しようとする工事の種別、配置予定技術者の保有する資格の種別、及び

継続教育制度を実施している団体の種別に関係なく、定められている目標単位を満たすことにより評

価の対象とする。

3） 下表は、建設系CPD協議会に加入している団体の内、継続教育制度を実施し目標単位数を定めて

いる団体の目標単位数であるが、他団体の継続教育制度についても評価するものとする。

4） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、代表者の取組を評価する。

評価項目 評  価  基  準 配  点

継続教育の取組状況

継続教育の推奨単位数を満たしている

（各団体の証明あり）
1.0点

上記以外 0.0点

団体名 継続教育制度 目標（推奨）単位

全国土木施工管理技士会連

合会
継続学習制度（CPDS )

30ユニット／年

60ユニット／ 2年

90ユニット／ 3年

120ユニット／ 4年

150ユニット／ 5年

空気調和・衛生工学会
設備技術者継続能力開発シ

ステム（SHASE-CPD ）

50ポイント／年

250ポイント／ 5年

建設コンサルタンツ協会 CPD 制度 50単位／年

地盤工学会 G-CPD 制度 50ポイント／年

土木学会 土木学会 CPD システム 50単位／年

日本環境アセスメント協会 JEAS-CPD 制度 50単位／年

日本技術士会 技術士 CPD （技術研鑽）制度
50CPD 時間／年

150CPD 時間／ 3年

日本建築士会連合会 建築士会 COD 制度 12単位／年

日本造園学会 造園 CPD （継続教育）制度 50単位／年

日本都市計画学会 都市計画 CPD 50単位／年

農業農村工学会 技術者継続教育機構（CPD ) 50単位／年
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【技術提案書記入の留意点】（様式-2）

1） 各団体が実施している継続教育制度において、団体が定める目標単位を取得している場合、団体

名及び取得単位数を記載する。

【 】添付資料

1） 令和元年度に公告される工事の入札に参加する場合は、平成31年3月31日を証明日とする証明書

の写しを添付する（1年間有効とし、写しを添付）。
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１－３－３ 主任（監理）技術者又は現場代理人としての施工経験の有無

【評価に関する運用事項】

1） 評価対象となる同種工事は、入札説明書で示された条件（工種、規模等）とする（企業の施工実績と

同様の取扱い）。また、途中交代がなされ技術者が複数いる場合は、当該工事で従事期間が最も長い

技術者のみを評価し、短いものは評価しない。

2） 「現場代理人」としての実績を評価する場合、工事期間に建設業法第26条第1項及び第2項に規定

する「主任技術者等」と同等の資格を有していたことを条件とする。

3） その他の公共工事発注機関とは、地方公共団体のほか、「公共工事の入札及び契約の適正化の

促進に関する法律」第2条第1項に定める以下の法人をいう。

また、国立大学法人、日本下水道事業団、圏域水道企業団、地域広域市町村圏事務組合、地方

道路公社等についても、その他の公共工事発注機関の対象とする。

（「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」第2条第1項で定める法人）

関西国際空港株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速道路株式会社、成田国際空港株式会社、西日本高

速道路株式会社、日本環境安全事業株式会社、阪神高速道路株式会社、東日本高速道路株式会社、本州四国連

絡高速道路株式会社、沖縄科学技術大学院大学学園及び日本中央競馬会、独立行政法人宇宙航空研究開発機

構、独立行政法人科学技術振興機構、独立行政法人空港周辺整備機構、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支

援機構、独立行政法人国際協力機構、独立行政法人国立科学博物館、独立行政法人国立高等専門学校機構、独

立行政法人国立女性教育会館、独立行政法人国立青少年教育振興機構、独立行政法人国立美術館、独立行政法

人国立文化財機構、独立行政法人自動車事故対策機構、独立行政法人情報通信研究機構、独立行政法人中小企

業基盤整備機構、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政法人都市再生機構、独立行政法人

日本学生支援機構、独立行政法人日本芸術文化振興会、独立行政法人日本原子力研究開発機構、独立行政法人

日本高速道路保有・債務返済機構、独立行政法人日本スポーツ振興センター、独立行政法人日本万国博覧会記念

機構、独立行政法人水資源機構及び独立行政法人労働者健康福祉機構

4） 対象となる工事は、平成16年度以降かつ入札に参加しようとする工事の公告日以前に完成・引き渡

ししたものを対象とする。

5） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、代表者の実績とする。

6) 共同企業体の構成員としての施工実績は、出資比率20%以上の工事に限る。

7） 簡易型Ⅱ（企業実績評価型）においては評価の対象外とする。

【技術提案書記入の留意点】（様式-2）

1） 工事経験の概要

入札説明書に記載されている条件を満たした最近の代表的な同種工事を１件記載する。

国又は青森県、その他の公共工事発注機関、及び民間の順で最も上位の実績を記載する。

求める工事規模の設定がある場合は、その規模を満足すること。

評価項目 評  価  基  準 配  点

平成 16年度以降にお

ける主任（監理）技術

者又は現場代理人と

しての施工経験の有

無

国又は青森県発注で同種工事の実績有り 2.0点

その他の公共工事発注機関で同種工事の実績有り 1.0点

上記以外 0.0点
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工事番号、工事名：受注工事の工事番号、工事名を記載する。

発注機関名：具体的に記載する（○○地域県民局地域農林水産部等）。

工事場所：具体的に記載する（○○県○○市・郡○○大字○○地内）。

契約金額：最終契約金額を記載する。

受注形態等：単体・ＪＶの別を記載すること。（ＪＶについては、出資比率及び代表者であった場合

は、その旨記載すること。）

従事役職：施工実績に係る工事に従事した時の役職（主任技術者、監理技術者、現場代理人

等）を記載する。

工事内容：施工規模、工法等工事内容が判るように記載する。

工事種目：電気設備工事及び暖冷房衛生設備工事の場合のみ記載する。

CORINS登録の有無：有りの場合、CORINS登録番号を記載する。

2） 申請時における他工事の従事状況等

申請時に従事している他の全ての工事について記載するものとし、本工事を落札した場合の技術

者の配置予定を記入のこと。

3） 簡易型Ⅱ（企業実績評価型）においては、１）工事経験の概要の記載は不要。

【添付資料】

1） 施工実績として記載した工事に係る契約書又は工事成績評定通知書の写し。

※契約書の写しは、工事番号、工事名、請負代金額、工期、発注者、受注者の確認ができる部分

のみでよい。

2） 施工実績として記載した工事に係る技術者として従事したことが確認できる資料の写し。

３） 技術者が途中で変更になっている場合は、当該工事で従事期間が最も長い技術者であったことが

確認できる資料。
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１－３－４ 優良工事技術者表彰等の有無

【評価に関する運用事項】
1） 評価の対象は、配置予定技術者が主任（監理）技術者として受けた表彰であって、平成29年度以降
かつ入札に参加しようとする工事の公告日以前 のものとし、下表の表彰を対象とするに表彰を受けた
（下表以外の表彰は対象としない）。
工事種別（建設業法による建設工事の種類（法律別表第一（上欄）））が同種のものを評価対象とす
る。 【建設工事の種類の例 土木一式工事、建築一式工事、電気工事、舗装工事 等】
また、工事場所が青森県内のものに限る。

○ 評価対象 △ 一部評価対象 × 対象外 －表彰対象外（評価対象外）

（※）ＳＡＦＥＴＹ優良企業表彰は現場代理人を表彰しているため、受賞工事において現場代理人と主任
（監理）技術者を兼務していた場合のみ、評価の対象とする。

2） 共同企業体(特定の場合のみ)として入札に参加する場合は、構成員のうち１者に該当があれば評
価の対象とする。

3) 共同企業体の構成員としての表彰は、出資比率20%以上の構成員に限り評価する。
4） 簡易型Ⅱ（企業実績評価型）においては評価の対象外とする。

評価項目 評  価  基  準 配  点

平成 29年度以降にお

ける優良工事技術者

表彰等の有無

国又は青森県の組織から表彰の実績あり 1.0点

上記以外 0.0点

表彰名 主　催

評価対象

備　    考
企　業

主任(監理)

技術者

県土整備部優良工事表彰 青森県 ○ ○ 県土整備部長

地域整備部優良工事表彰 青森県 ○ ○
各地域県民局地域整備

部長

農林水産部優良工事表彰 青森県 ○ ○ 農林水産部長

地域農林水産部優良工事表彰 青森県 ○ ○
各地域県民局地域農林

水産部長

漁港漁場関係事業優良請負者表

彰
水産庁 ○ －

農林水産大臣及び水産

庁長官

優良工事表彰（優良工事） 東北地方整備局 ○ －
東北地方整備局長及び

事務所長（管理所長）

優良工事表彰（下請け企業） 東北地方整備局 × ×
下請工事に係る表彰の

ため対象外

建設技術提案（３Ｄ）表彰 東北地方整備局 ○ －

工事成績優秀企業認定 東北地方整備局 × －
成績評定は別途評価し

ているので対象外

ＳＡＦＥＴＹ（東北地方工事安全施

工推進大会）優良企業（現場代理

人）表彰（※）

東北地方整備局 ○ △

△受賞工事において、

主任（監理）技術者であ

る場合に限る
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【技術提案書記入の留意点】（様式-2）
１） 表彰の有無、表彰名、工事名、表彰者、表彰年月日及び建設業法による建設工事の種類を記載
する。

2） 簡易型Ⅱ（企業実績評価型）においては記載不要。

【添付資料】
1） 表彰状の写し、表彰を受けた工事の竣工登録工事カルテ受領書の写し
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１－３－５ 施工環境監理者の技術士等資格保有の有無

【評価に関する運用事項】

1） 環境保全に配慮した円滑な施工を確保するために配置する施工環境監理者について、技術士もし

くは技術士補のうち水産部門（水産土木）の資格又は社団法人大日本水産会が行う水産工学技士

（水産土木部門）認定試験に合格し水産工学技士として登録した資格の有無について評価する。

2） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、代表者の資格を評価する。

【技術提案書記入の留意点】（様式-2）

1） 配置予定施工環境監理者の氏名、資格取得年を記載する。

技術資料提出時に配置予定監理者が特定できない場合は、資格等の要件を満たす複数の候補者

を記入することができる。

また、実際の施工にあたって技術資料に記載した配置予定監理者を変更できるのは、病気、死亡、

退職等の極めて特別な場合に限る。

【添付資料】

1） 登録証、資格者証の写し

評価項目 評  価  基  準 配  点

施工環境監理者の技

術士等資格保有の有

無

技術士・技術士補（水産部門（水産土木））又は水産工学技士（水

産土木部門）を保有している。
1.0点

上記以外 0.0点
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１－４ 地域貢献

１－４－１ 災害協定締結の有無

【評価に関する運用事項】

1） 入札に参加しようとする工事の公告日時点において、次の災害協定を締結しているものを評価対象

とする。

（１） 防災危機管理課ホームページの災害時応援協定等一覧に掲載されている、青森県と協会等と

の間で締結された協定に基づく協力業者。

（2） 県内市町村と「災害時における協定」を締結している業者。

2） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、構成員のうち１者に該当があれば評

価の対象とする。

【技術提案書記入の留意点】（様式-1）

1） 県又は市町村との災害協定締結の有無を記載する。

【添付資料】

県又は市町村との災害協定及び協力会社であることが分かる資料の写しを添付。1）

評価項目 評  価  基  準 配  点

災害協定締結の有無

青森県と災害協定を締結している 1.0点

青森県内市町村と災害協定を締結している 0.5点

上記以外 0.0点
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１－４－２ 地域防災への協力体制の有無

【評価に関する運用事項】

1） 平成29年度以降かつ入札に参加しようとする工事の公告日以前における以下の地域防災への協

力体制がある場合を対象とする。

2） 評価要件は以下のとおりとする。

消防団協力事業所に認定されている場合や消防団に協力することにより、表彰等を受けている場

合等の地域防災への協力体制がある場合。

（１） 消防団協力事業所に認定されている場合とは、以下のとおりとする。

消防団協力事業所表示証を消防庁又は市町村等より交付を受けていて、かつ当該工事の開

札時点においてその認定が有効（有効期間に注意）であること。

（2） 消防団に協力することにより表彰等を受けている場合とは、以下のとおりとする。

平成29年度以降に各市町村や消防本部等より事業所として消防団活動に協力したとして表彰

や感謝状を受けていて、かつ消防団活動に協力する体制が競争参加資格確認申請時におい

ても継続中であること。

※下線部の解釈

1） 消防本部等には、消防団長も含む。

2） 消防団活動をしたとして表彰や感謝状を受けてとは、表彰、感謝状の他に消防団活

動をしたとして消防団長等が証明する証明書も含む。

3） 消防団活動に協力する体制の例

従業員が消防団活動を行うにあたって休暇等の取得など就業規則等において配慮

されているなどをいう。

3） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、構成員のうち１者に該当があれば評

価の対象とする。

【技術提案書記入の留意点】（様式-1）

消防団協力事業所に認定されている場合は、消防団協力事業所の名称、交付年月日を記載す1）

る。消防団に協力することにより表彰等を受けている実績を申請する場合には、消防団協力活動年月日

を記載する。

【添付資料】

・ 消防団協力事業所に認定されている場合は、下記の１）を添付する。

・ 消防団に協力することにより表彰等を受けている実績を申請する場合は、下記の２）と３）を添付す

る。

協力事業所表示証の写し及び交付年月日がわかる資料。1） 消防団

2） 表彰や感謝状の写し。（消防団長等が発行する証明書 の写しも含む）（資料1-3）

3） 消防団活動に協力する体制が競争参加資格確認申請時においても継続中であることを証明する資

料。

評価項目 評  価  基  準 配  点

平成 29年度以降にお

ける地域防災への協

力体制の有無

地域防災への協力体制の実績あり 1.0点

上記以外 0.0点
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１－４－３ 除雪業務及び維持管理工事等の実績

【評価に関する運用事項】

1） 評価の対象となる除雪業務及び維持管理工事等の実績は、平成28年度以降かつ入札に参加しよ

うとする工事の公告日以前に完成したものとする。

2） 元請企業としての除雪業務及び維持管理工事等の実績に限る。

3） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、構成員のうち１者に該当があれば評

価の対象とする。

4) 共同企業体の構成員としての除雪業務及び維持管理工事等の実績についても、評価の対象とす

る。

5） 除雪業務 実績を評価の対象とする工事は、土木一式工事、舗装工事に限及び維持管理工事等の

る。

6) 県管理公共土木施設の維持管理工事等とは、日常的に公共土木施設を管理し、機能を維持・修繕

工期・区間が定められ、工事目的するための工事や業務とする。ただし、発注時点で設計図書により

物や業務対象が明確であり、規模・仕様等が明示されている工事や業務は除きます。

【例】

県が管理する公共土木施設に係る日常的な維持管理を行う工事や業務とする。・対象の工事 ：

橋毎の単独工事）、舗装道維持修繕工事（オーバーレイ、穴埋・対象外の工事：橋梁補修工事（1

め（単独工事））、河川護岸補修工事（単独工事） 等。、臨時除雪

7） 公共土木施設は、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令第1条に規定する11施設（河

川・海岸・砂防設備・林地荒廃防止施設・地すべり防止施設・急傾斜地崩壊防止施設・道路・港湾・漁

港・下水道・公園）に限る。

8） 次の要件を全て満たすものであること。

・異常気象時等の「突発的な対応」が求められる工事や業務

・「年間・一定期間のシーズン」を通じて「日常的に」実施する工事や業務

【技術提案書記入の留意点】（様式-1）

1） 該当する場合は、業務（工事）番号、業務（工事）名、業務（工事）期間を記載する。

【添付資料】

1） 記載した除雪業務及び維持管理工事等の実績に係る契約書の写し。

２） 必要に応じて、上記７）の要件を満たすことがわかる資料（仕様書等）の写し。

評価項目 評  価  基  準 配  点

平成 28年度以降にお

ける除雪業務及び維

持管理工事等の実績

県管理道路の除雪業務委託かつ県管理公共土木施設の維

持管理工事等の実績あり
1.0点

県管理道路の除雪業務委託又は県管理公共土木施設の維

持管理工事等の実績あり
0.5点

上記以外 0.0点
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１－４－４ 社会貢献活動の有無

【評価に関する運用事項】

1） 平成29年度以降かつ入札に参加しようとする工事の公告日以前における以下の社会貢献活動を

対象とする。

（1） 「企業による農業・農村支援活動」（農林水産部構造政策課）

（2） 「青森県森林づくり協定による森林整備活動」（農林水産部林政課）

（3） 「青森県ふるさとの水辺サポーター制度」（県土整備部河川砂防課）

（4） 道路、水路、泊地、河川、海岸等の清掃、草刈り、泥上げ、除・排雪等

2） 評価要件は以下のとおりとする。

（1） 「企業による農業・農村支援活動」

年間１日以上かつ5名以上の実績。

（2） 「青森県森林づくり協定による森林整備活動」

年間１日以上かつ5名以上の実績。

（3） 「青森県ふるさとの水辺サポーター制度」

年間１回以上かつ10名以上の実績、おおむね200～500ｍの範囲。

（4） 青森県内における道路、水路、泊地、河川、海岸等の清掃、草刈り、泥上げ、除・排雪等

年間3回以上・5名以上／回、かつ2年以上継続的に実施した実績。各年の延べ作業時間

が60時間以上であること。

（注意事項）

［注１］ （1）～（3）の各制度の詳細については、所管する 担当課へお問い合わせ下さ１）の

い。

［注2］ （4）についての作業内容は、その都度変えてもよい。

（（4）計算例）

年間5回実施し、人数と時間は次の通りであった（年間3回以上、5名以上／回が必須条件）。

1回目 5名 4時間 延べ作業時間 ＝ 4×5 ＝20時間

2回目 8名 1時間 延べ作業時間 ＝ 1×8 ＝ 8時間

3回目 15名 1時間 延べ作業時間 ＝ 1×15 ＝15時間

4回目 10名 30分 延べ作業時間 ＝ 0.5×10 ＝ 5時間

5回目 7名 2時間 延べ作業時間 ＝ 2×7 ＝14時間

Σ（年間の延べ作業時間） 62時間

3） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、構成員のうち１者に該当があれば評

価の対象とする。

【技術提案書記入の留意点】（様式-1）

1） 該当する場合は、社会貢献活動の名称、実施年月日を記載する。

【添付資料】

1） （資料1－1） 社会貢献活動実績報告書

2） 証明資料 主催者又は施設管理者等の証明書（必須、例として資料１-2）、活動状況写真（必須）、

感謝状、表彰状、新聞記事、地域情報紙等（資料があれば添付）

※なお、平成30年度以前の活動状況写真が撮影されていない場合でも、その他の資

料により確認できる場合は、評価することとする。

評価項目 評  価  基  準 配  点

平成 29年度以降にお

ける社会貢献活動の

有無

社会貢献活動の実績あり 1.0点

上記以外 0.0点
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１－４－５ 施工環境に配慮した取組の効果、影響等の把握実績の有無

【評価に関する運用事項】

1） 平成28年度以降かつ入札に参加しようとする工事の公告日以前における活動を対象とする。

2） 評価要件は年間1日以上または1回以上実施した実績とする。

3） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、構成員のうち１者に該当があれば評

価の対象とする。

【技術提案書記入の留意点】（様式-1）

1） 該当する場合は、実施年月日を記載する。

【添付資料】

1） （資料1－5） 施工環境に配慮した取組の効果、影響等の把握実績報告書

2） 証明資料 活動状況を客観的に確認できる資料（実施した施工環境配慮の取組の効果、影響等

の把握のための工事完了後の調査結果がわかる資料（必須））、活動状況写真（必須）。

※なお、平成30年度以前の活動状況写真が撮影されていない場合でも、他の資料によ

り確認できる場合は、評価することとする。

評価項目 評  価  基  準 配  点

平成 28年度以降の水

産土木工事における

施工環境に配慮した

取組の効果、影響等

の把握実績の有無

施工環境監理者配置制度対象工事の工事完了後に調査等を

行い、効果、影響等を的確に把握した実績あり
1.0点

上記以外 0.0点
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１－４－６ 地域水産業の振興に資する活動への協力の有無

【評価に関する運用事項】

1） 平成28年度以降かつ入札に参加しようとする工事の公告日以前における活動を対象とする。

2） 評価要件は年間1日以上または1回以上実施した実績とする。

3） 共同企業体（特定の場合のみ）として入札に参加する場合は、構成員のうち１者に該当があれば評

価の対象とする。

【技術提案書記入の留意点】（様式-1）

1） 該当する場合は、実施年月日を記載する。

【添付資料】

1） （資料1－6） 地域水産業の振興に資する活動への協力実績報告書

2） 証明資料 活動状況を客観的に確認できる資料（地域水産業振興に係る協力内容がわかる資料

（必須））、活動状況写真（必須）。

※なお、平成30年度以前の活動状況写真が撮影されていない場合でも、他の資料によ

り確認できる場合は、評価することとする。

評価項目 評  価  基  準 配  点

平成 28年度以降にお

ける地域水産業の振

興に資する活動への

協力の有無

漁業協同組合等が行う水産動植物の資源維持・回復等に係る

活動への協力の実績あり
1.0点

上記以外 0.0点
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２ 技術提案

２－１ 県産資材の活用

【 】評価に関する運用事項

1） 入札説明書に記載された全ての資材について、県産資材を70%以上活用する提案をした場合（記

載された資材のうち、県産資材７０％を下回る材料が１品もない場合）、評価する。

県産資材とは、生コン・骨材は県内で生産・製造していること、その他の資材は次のとおり。

青森県内に本店を有する資材供給業者からの調達資材。

青森県内で生産、加工又は製造された資材。

青森県県土整備部土木工事共通仕様書第2編材料編第1章一般事項第1節適用2（平成30

年10月1日以降版）参照。

【 】（様式-5）技術提案書記入の留意点

1） 入札説明書に記載された資材について、実施にあたり予定する使用数量、購入先等を記入する。

なし【添付資料】

評価項目 評  価  基  準 配  点

県産資材の活用
提示した資材の全てについて 70％以上の県産資材の活用が見られる 1.0点

上記以外 0.0点
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２－２ （様式－３）工程表

記載事項 内容に関する留意事項

工程表 【標準型・簡易型Ⅰに適用】

◆本工事の概略の工程を記入する。

◆工程管理に対する技術的所見を工程5表の下の欄に記載する。

２－３ （様式－４）施工上の課題に対する技術的所見

記載事項 内容に関する留意事項

施工上の課題に対す 【簡易型Ⅰに適用】

る技術的所見 ◆本工事の実施にあたり、現場状況を踏まえて、施工上の課題として●●●

対策に対する技術的所見を記載する。

２－４ （様式－６）技術提案

記載事項 内容に関する留意事項

技術提案 【標準型に適用】

◆本工事の実施にあたり、別冊特記仕様書、図面、入札時参考資料等による

施工方法（以下「標準案」という。）の内容と異なる施工方法（以下「技術提

案」という。）で施工する場合は、その具体的な施工計画内容等を記載する。

◆技術提案が適正と認められない場合、標準案に基づいて施工する意志のあ

る場合には、その旨記載し、標準案による施工計画内容を併せて提出する。

◆当初より標準案により施工する場合には、その旨記載し、標準案による施工

計画内容を記載する。

２－５ （様式－７）品質管理に対する技術的所見

記載事項 内容に関する留意事項

品質管理に対する技 【標準型で、材料の品質管理に対する技術的所見を求める場合】

術的所見 ◆本工事の実施にあたり、現場状況を踏まえて、施工上使用する材料（●●）

の品質管理に対する技術的所見を記載する。


